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第 3回宇宙開発委員会 計画部会 議事録（案） 
 
1. 日時 平成 18年 7月 27日（木）10:00～12:00 
2. 場所 三菱ビル9階 964・965会議室 
3. 議題 
（1） 地球環境観測について 
（2） 災害監視について 
（3） その他 
4. 資料 
資料 3-1-1 衛星による地球観測の発達と展望 
資料 3-1-2 総務省における地球観測分野の今後の取り組みにつ

いて 
資料 3-1-3 地球観測衛星データの利用の拡大と定着化について 
資料 3-1-4 JAXAにおける地球環境観測の取組について 
資料 3-1-5 地球環境観測プログラムの考え方（案） 
資料 3-2-1 防災のための地球観測衛星等の利用に関する検討に

ついて 
資料 3-2-2 衛星データによる防災支援 －地図作成と地殻変動

観測の立場から－ 
資料 3-2-3 JAXAにおける災害監視の取組について 
資料 3-2-4 災害監視プログラムの考え方（案） 
資料 3-3-1 第 2回計画部会における主な指摘について 
資料 3-3-2 第 2回計画部会議事録（案） 
参考資料3-1-1 分野別推進戦略（フロンティア分野） 
参考資料3-1-2 我が国の地球観測における衛星開発計画及びデ

ータ利用の進め方について 
参考資料3-2-1 衛星利用ニーズの分析について 

5. 出席者 
宇宙開発委員会計画部会部会長 青江 茂 
   〃     部会長代理 松尾弘毅 
   〃       委員長 井口雅一 
   〃        委員 野本陽代 
   〃        委員 森尾 稔 
   〃   計画部会特別委員 青木節子 
   〃       〃     有信睦弘 
   〃       〃     歌野孝法 
   〃       〃     小池俊雄 
   〃       〃     河野 長 
   〃       〃     澤岡 昭 
   〃       〃     茂原正道 
   〃       〃     棚次亘弘 
   〃       〃     谷口一郎 
   〃       〃     鶴田浩一郎 
   〃       〃     中須賀真一 
   〃       〃     観山正見 
   〃       〃     山田玲奈 
   〃       〃     米倉誠一郎 
オブザーバー（独立行政法人宇宙航空研究開発機構理事長） 

 立川敬二 
オブザーバー（独立行政法人情報通信研究機構理事）大森慎吾 
 
文部科学省研究開発局局長 森口泰孝 



  〃  大臣官房審議官 板谷憲次 
  〃  研究開発局参事官（宇宙航空政策担当） 池原充洋 
  〃  宇宙開発利用課長 奈良人司 
  〃  （宇宙航空政策担当）付参事官補佐 萩原貞洋 
   〃      〃   宇宙利用推進室長 千原由幸 
   〃   宇宙開発利用課長 奈良人司 
【説明者】 
独立行政法人宇宙航空研究開発機構理事 堀川 康 
国土地理院地理地殻活動研究センター 
         地理地殻活動総括研究官 村上 亮 

独立行政法人情報通信研究機構電磁波計測研究センター長 
 熊谷 博 
財団法人リモート・センシング技術センター専務理事 

 川崎雅弘 
6. 議事内容 
【青江部会長】 それでは、定刻になったので第 3 回計画部会を

始めさせていただく。前回、の第2回計画部会においては、
我が国の宇宙開発の目的をどこに置くべきなのか、我が国

が宇宙開発を進めるとすれば、何を狙いに進めるべきなの

か、といったことについて御議論いただいたが、これにつ

いては1回の議論で済むような内容ではないと思っており、
いずれしかるべき機会に最終的な整理をいただきたいと

思っているが、今日からは各論の方に入らせていただく。 
 宇宙開発に関する長期的な計画は、そもそも 20 年から
30年先という将来を展望した上で、今後 10年間の活動を
規定するものであるが、それぞれの重要分野において、今

後 10 年間の活動をどう規定していくかということについ

て、御議論をお願いしたい。 
 今日は、まず地球環境観測と災害監視という分野におい

て、今後 10 年間の宇宙開発をどう持っていくかという整
理をお願いする。もちろん、両分野ともに現行の長期計画

にも規定をされており、整理をされているわけだが、それ

ぞれの分野の状況は変化しており、その開発活動そのもの

も大きく進展をしている。こういった状況を踏まえて、こ

れから先の 10 年間をどう整理をしていくのかというとこ
ろが重要である。よろしくお願いしたい。 

 
○ 資料 3-1-1「衛星による地球観測の発達と展望」について、小
池特別委員より説明があった。 

○ 資料 3-1-2「総務省における地球観測分野の今後の取り組みに
ついて」について、NICTの熊谷センター長より説明があった。 

○ 資料 3-1-3「地球観測衛星データの利用の拡大と定着化につい
て」について、RESTECの川崎専務理事より説明があった。 

○ 資料 3-1-4「JAXAにおける地球観測の取組について」につい
て、JAXAの堀川理事より説明があった。 

【青江部会長】 資料 3-1-5「地球環境観測プログラムの考え方
（案）」については、もし将来の計画を作り上げるとする

ならば、地球観測分野においてはこのようになるのではな

いか、というイメージを持っていただくために、たたき台

として用意をしたものである。要するに、地球環境観測の

分野は、重要分野のうちの一つとして上げられるべき分野

だということが一点である。その中身は地球温暖化・炭素

循環分野と、気候変動・水循環分野が二本柱ということで

はなかろうかということであり、それぞれの分野において



はこういったことを観測するということを、今後に向けて

整理をしておいたらどうだろうか、ということが書いてあ

る。 
 それでは、それぞれプレゼンテーションをいただいたこ

と等について御質問、御意見等あればいただきたい。 
【澤岡特別委員】長期的で総合的な地球環境観測を行うことが必

要ということは理解するが、それをすべて可能とする予算

があるとは到底思えない。したがって、途切れ途切れにな

ってしまう観測をどのように有効利用していくのか、無駄

のないようにしていくかということを今後議論すること

が重要ではないかという感想を持った。精密な観測を進め

ていく上で、特に日本にとって大事なのは中国大陸の観測

であり、全地球観測システム（GEOSS）についての会合
において、特に中国を意識したような議論は行われている

のかどうか、小池特別委員にお伺いしたい。 
【小池特別委員】 精密にというのがどの程度かということは意

見が異なるところだろうと思うが、どこの国も、自国の観

測だけで自国の安全保障なり社会的利益が保障されると

は考えていない。地球環境に関するいろいろな政策決定に

関して、自国のデータだけではできないという認識を持っ

ていることが、この地球観測に関する政府間会合（GEO）
が組織される発端であったと思う｡そういう意味で、精密

に詳しくということについて、1 メートルのオーダーの情
報を取得することというところまで言及するとなるとか

なり問題が出てくると思うが､その包括的に調整された持

続的な観測というものが国際的に、或いはそれぞれの国に

非常に大きなメリットをもたらすという認識のもとに進

められていると思う。 
【青江部会長】 澤岡先生に今御指摘いただいた、これだけの非

常に広範な地球観測ということになると非常に幅広いも

のがある。その中でどこを対象に日本は衛星を利用して対

応していくかということについては、先ほど JAXAからの
プレゼンテーションとしてあったが、地球環境変動と水循

環変動を観測していくということ、それから、温室効果ガ

スを見ていくということ、この 2本柱について衛星を継続
的に開発し、我が国としては地球環境変動全体を見るとい

う中においては、この 2分野に力を入れて対応していこう
ではないかというのが JAXA からのプレゼンテーション
であったと思っている。それがこれまで、GEOSS におい
て日本の考え方を提示してきた、その流れに沿っているも

のではないかと思っている。 
【中須賀特別委員】 以前にも申し上げたが、いわゆる利用側の

観点を充実させていかなければならないと思うが、これだ

けのシステムが登場し、ものすごくよいデータがとれるだ

ろうということが予想される。そのデータをある程度使い

やすい形にしていくのは、小池特別委員がされているよう

なプロジェクトの中でできていくのだろうと思うが、その

データを今度は情報に変えていくということ、データから

ある物を読み取って、それを次の意思決定につなげていく

というプロセスには、おそらくものすごく多くの研究者、

研究組織が必要になってくると思う。この辺の、日本とし

ての仕組み作りは、どのようにこれから進んでいくのだろ

うか。 
【小池特別委員】私の考えということで申し上げるが､選択と集中



は不可欠である。そこで、2 つのやり方があると思ってい
る。データを蓄積（アーカイブ）して使いやすい形にする

ための技術開発については、ここ1～2年で1ペタバイト、
5 年で 7～8 ペタバイトというような情報になると想定し
ている。これを使いやすい環境で提供するとなると、それ

を動かすソフトウエアの開発というものが基幹技術とし

て必要になってくる。そういうものをしっかりと作るとい

うこと、それから、その中でさらに2つの方法を考えてい
る。1つは､確実にこれだけの価値のあるものが出せるとい
う研究グループを組織し、中心的な研究という形で進める

という方法、それからもう一つは、データを取得し、かつ、

それによって社会的な役割を果たしているいろいろな官

庁や研究所があるが、そういったところとフォーラムを構

成して、蓄積されたデータがそれぞれの機関の業務にとっ

てどれだけの貢献ができるかということを実証していく

という方法がある。それは規模としてはわりと小さな規模

でまず始まると思うが、それぞれの機関の中における比重

を大きくしていくということと、そういったフォーラムを

構成する構成員の数を増やしていくということを戦略的

にしていきたいと思っている。 
【井口委員長】 こういう技術開発というのは、それを担う人が

いなければ始まらない。人材育成を一体としてプログラム

を組むという考え方は、これは何も宇宙開発だけでなく、

他の分野の開発についてそうだが、急にはいかなくともそ

ういう方向にもっていけたらどうかと思う。具体的には例

えば、予算をどこかの大学の基礎講座に入れるなどして、

非常に広い分野にわたって必要な知識を教えるというこ

とを、並行して行っていくというような方策がとれないか。 
【小池特別委員】 このデータ統合解析システムというのが国家

基幹技術に位置付けられたのは今年の 3 月の末のことで、
かなり急な意思決定であったと思うが、こういうシステム

開発を進めようとすると、将来にわたってこれを支える人

材の育成が不可欠である。そこには、分野横断的な研究教

育体制が必要でなはいか、ということを学内で議論した。

昨年の秋頃から、研究開発を中心にしながらも人材育成を

していくということを考えていた。 
 最終的には 5月に、私どもがこれを担う機関として選定
いただいた。背景には、そういう教育を通した人材育成が

可能であるということがあったのではないかと思う。大学

の役割としてデータセンターを定常的に維持することが

本当にできるのかということが、いろいろなところで言わ

れたてきたが、そういうことを行う意義の中に、人材をそ

の場で教育していくということがあわせて考えられ、研究

開発の要素を持った人材育成の場としての機能を大学に

付与するということが十分考えられるのではないだろう

か。 
 また、これが公衆衛生の分野であるとか、農業の分野で

あるとか、様々な社会的利益分野に拡張するときに、大学

はその中に自立的な組織としてそういうものを持ってい

るので、それが協調するような形で運営していくことがで

きれば分野も広がり、人材も育成できると思っている。 
【茂原特別委員】 一貫して申し上げているようにシステムの視

点からは、最終的なニーズから考えていきたい。地球観測

は非常に幅広い問題であるが、最終的な国民のニーズは、



災害がなくなることや、地球温暖化など環境の問題が解決

するなど、身近な問題の解決である。GEOSSは、10年内
に衛星観測を「意思決定」に結びつけると結論している。 
 宇宙の開発及び利用については、地上系も含めた総合的

な対応が必要との意見になっている。そういう立場に立つ

と、何かまだ最後の目標との間に随分ギャップがあるよう

な感じがする。例えば、NICTからは、電波観測によりCO2

問題が解明できるとあった。リモート・センシング技術セ

ンター（RESTEC）からは、衛星が継続的に上がれば非常
によくなる、また JAXAからは水循環観測や温室効果ガス
を観測すると目標にたどり着くとあった。それはあくまで

も、まだ研究の段階であって、最終的に地球環境を安定的

にするという実利用との間にまだ乖離がある。残念ながら、

宇宙屋の研究開発としてでしか、この地球観測をとらえて

いないのではないかとい感じる。 
 例えば今年、日本では風水害、欧米では熱波が起こって

いる。これらは地球温暖化が一因であろうし、世界の最大

の問題であり、これをどうやって解決するのかということ

が、人類共通の願望なわけである。繰返しになるが、研究

開発と最終的な目標との間にまだ開発しなければいけな

いいろいろな問題がある。少なくとも先ほどの議論だけで

は、研究要素を研究すれば、それによって自動的に結論に

達するというような印象を受けた。もちろん、観測技術は

すごい進歩をしているが、最終の結論からみれば、やはり

まだ技術開発の発想ではないかと思う。実利用を指向する

には、研究者だけでなく災害、環境保全の現場で作業して

いる組織からニーズを広く聞いていくことが必要である。 

【小池特別委員】 地球観測を意思決定に用いる、そういった世

界をこれから作ろうというのが GEO の目標である｡その
中で、9分野の社会的利益分野というのを国際的に決めて、
これを国際協力で進めていこうということを話して、それ

を相互に情報を利用できるような体制も作ろうとしてい

るわけである。そういう国際的な枠組みの先に、今、茂原

特別委員がおっしゃったような目的がある。全部はできな

いので、我が国ではどこを行うのか。これについては先ほ

ど青江部会長からもお話があったように、継続的な戦略を

立てて取り組む。その中にはセンサーも必要であり、通信

機能やデータ蓄積のシステムも必要である。そういった各

構成要素が全体として設計されていると思う。 
【川崎専務理事】 少し誤解があるかと思うが、私が申し上げた

のは、実利用体制は、現在は研究所内において、研究者間

ではでき上がりつつあるが、実利用となるとやはり人材も

養成しなければならないし、それを解析するためのツール

も用意しなければならない。組織も必要となるので、そう

いう行政サービスなり、或いはその他の実利用をやってい

くための体制を整えるにはかなり覚悟を伴う設備投資が

必要となる。そのためには継続性が必要だと申し上げた。

研究者間においてはある程度、グループができ上がりつつ

あるが、実利用についてその辺を、国として考えていただ

けないかという趣旨である。 
【有信特別委員】 GEOSSについては随分体系的にいろいろ考え

られていて、そのための目的の設定はされているようだが、

今までの経緯を見ていても、それぞれの場面で目的が設定

されて、その目的を達成するために具体的な手段として観



測衛星が打ち上げられて、その観測衛星によってデータが

集積されてきたという、歴史があり、現在もその方向に進

んでいる。これはこれでいいと思うが、目的は、ここに掲

げてある大きな目的以外にも、場面ごとに具体的なデータ

を利用するための目的が出てくる可能性があるし、或いは

時系列で現在の目的が、例えば現在考えられている集団と

は違う集団によって、違う形で目的を達成するためにその

データが使われるというようなこともあり得る。 
 そこで一番重要になるのはデータの蓄積と、蓄積された

データがどれだけ利用可能かということである。それぞれ

の手段ごとに観測されたデータは、それぞれの研究コミュ

ニティの言葉で表現されたデータであり、これを先ほど指

摘されたような情報という形にするために、具体的にオン

トロジー（データ・用語の定義・統一化）を使おうという

こと、それぞれのコミュニティのデータが、ある意味で概

念的に共通化されようということは非常に重要なことだ

と思うのである。 
 その中で一番重要なのは､そのオントロジーの標準をど

こに置くかということであり、その後のデータの利用性が

全然変わってくる可能性もあるので、そこのところは是非

コミュニティの範囲に限ったオントロジーのレベルでは

なくて、もう少し一歩進んだオントロジーのレベルにして

いただきたいという希望がある。 
 それから、川崎専務理事から説明のあった実利用に向け

てのデータの配布というのは、実際にさまざまな分野で観

測データが利用されるという意味で非常に重要な仕組み

だと思う。そこで一番重要なのは、利用者からのフィード

バックがどのように RESTECに戻るようになっているの
かお伺いしたい。 

【小池特別委員】 それぞれの分野で長い歴史を持って出てきた

知識体系、それに基づく用語というものを今の段階で統一

するということは不可能と考えている。しかし、それぞれ

の知識体系をデータベース化して対応関係を付ける作業

はいくつか国際的に具体的な動きがある｡用語を登録する

基準､登録された用語と用語をつなぐ仕組みについての基

準、こういった国際基準を作ることに貢献しながら進めて

いるという形である。 
【川崎専務理事】 現在、ALOS 利用協議会を設けて、どこを撮

影してほしいかとか、どういう種類の映像がほしいかとい

った観測計画についての要望を募るということと、配布さ

れるデータのレベルをどこまで、例えば大気補正をしたも

のにするかとか、温度補正をしたものにするとか、いろい

ろなレベルがあるわけだが、なるべく低価格で基本的な補

正だけのものを早く配布してほしいという要望があり、そ

の都度、協議会の中で求めるようにしている。これまで、

こういった協議会ができなかったのは、2 年程度で終了し
てしまうため、結果として、衛星ごとの協議会というのが

できないでいる。それ以外では、毎年、そういう集まりを

やっているので、その中でユーザの声を聞いている。 
 ただ、主要なユーザとなるとは国の機関であり、用途に

ついては機密性が高いので、具体的な内容はお話をいただ

けない状況である。 
 
○ 資料 3-2-1「防災のための地球観測衛星等の利用に関する検討



について」について、千原宇宙利用推進室長より説明があった。 
○ 資料 3-2-2「衛星データによる防災支援」について、村上総括
研究官より説明があった。 

○ 資料 3-2-4「JAXAにおける災害監視の取組について」につい
て、堀川理事より説明があった。 

【青江部会長】 JAXA からの一つの新構想とでもいうか、災害
対応という観点から、何らかの大規模災害が起こった直後

において、広域にわたり災害現場の状況がどうなっている

かということをできる限りすみやかに把握をし、それを災

害の現場に、或いは国レベルの危機管理本部といったとこ

ろに伝えるということが一番必要とされていることのよ

うであり、それならば、そのニーズに対応する仕組みとし

て、JAXAの方で御検討いただいて、こういう仕組みなら
現実のニーズに対応できるのではなかろうかという新し

い構想を考えていただいたということだと思う。 
【谷口特別委員】 大変よくまとまっており、これから進むべき

道が示されていると思う。青江部会長からも御指摘があっ

たように、災害が起こったときにいち早く知る、或いは警

戒の情報を出すということについて、重要なのは常時監視

ということである。常時監視は静止観測衛星でやらなけれ

ばならないということだと思う。例えばALOS（陸域観測
技術衛星）、ALOS の後継について既にいろいろなお考え
があるが、常時監視、静止観測衛星というのは､改めて出

てきた大変重要な問題だと思うので、是非これについては、

センサーの静止衛星への搭載を含めて開発課題を明らか

にしながら、計画部会で改めて議論ができる場を作ってい

ただきたいと思う。 

 なお、国土交通省をはじめ、アンカーテナンシーとなる

各省庁からの利用をいま一度見直していくということが

必要だろう。技術ロードマップも重要であるが、利用ロー

ドマップというのがまずあり、それにどう対応していくか

ということの方が重要になってくると思う。行うべきテー

マと、その効果、それから、どれを先にやるか優先順位で

ある。静止光学衛星は相当早くやった方が国土交通省の側

から考えるといいのかもしれないし、そういうことをいま

一度議論する場がほしいと思っている。 
【青江部会長】 静止観測衛星についての技術的な見通しは、

36,000キロから見て、災害監視という観点から、役に立つ
ところまでいく見通しというのはどんなものがあるか。 

【堀川理事】 メーカーにおいていろいろ検討もされているし、

JAXAでもいろいろ検討しているところであるが、静止衛
星で常時観測ができるということは大変魅力のあること

だと認識はしている。ただし、現状として、地球周回軌道

の 600キロ、700キロから静止軌道の 36,000キロとなる
とおよそ 60 倍の距離があるわけで、その分、分解能が落
ちてしまうが、今回のニーズの調査によると、やはり非常

に高い分解能が要望されているということもあり、地球周

回軌道でまずシステムを構築して、なおかつ将来の静止観

測として、より高分解能な観測が静止軌道からも可能とな

るような技術開発を並行して進めながら、将来に向けて展

開を考えていくのが適切かと思っている。 
【茂原特別委員】 大変立派な検討をされていて、結構だと思う

が、理想を言うと、先ほどのGEOSSと同じだが、災害監
視もやはり宇宙だけではなくて地球すべてを含めた総



合・横断的なシステムである。そういう意味からすると、

GEOSS に対応するような日本の総合・横断的なシステム
があるかどうかをお伺いしたい。 
 国土地理院の資料は頭に、災害現場は早く高密度に、高

精度に見たいということを言っているが、これは衛星には

一番苦手な部分である。衛星が一番得意なのは常時継続的

に観測し予見をしていくということである。現に国土地理

院の資料の後半はすべて地殻変動の予知への利用である。

これはまさに衛星に適した利用である。ということは、何

か起こったときの現場現時点観測と、予知のための常時観

測、全地球規模の観測、これらは分類が異なる。これは切

り分けて考えるべきだと思う。 
 そういう意味で、予知や、長期的な連続観測のための情

報収集にもっと衛星を使うことを考えていただきたい。ま

た、現場観測というのは、これは災害の内容に依存し、即

応性、機動性、高精度、自在性などが最優先であり、例え

ば飛行機で行くとか、人が行くとか、ヘリコプターを飛ば

すとか、他の代替手段がいくらでもある。「衛星だけの視

点で使えますよ」では議論が不十分かと思う。また他の代

換え手段との費用効果の比較も必要。 
【堀川理事】 茂原特別委員がおっしゃったような内容でユーザ

のニーズの分析をさせていただき、もちろん衛星の観測で

すべてをまかなうわけではなくて、地上での観測、飛行機

からの観測、それらといかに連携したシステムができるか

ということであり、必ずしも災害時に飛行機だけで十分だ

ということはなく、風水害等の場合には天候等いろいろな

意味での組み合わせが、それぞれの災害の分野で要求とし

て識別されているので、それぞれの分野のこの部分にはこ

ういう形で衛星の技術が貢献できるということを整理し、

それぞれのニーズに応じた衛星システム側のデータの中

身を御説明したところである。また、今おっしゃられたよ

うに、より細かい分析をユーザの方々と今後とも続けてい

きたいと思う。 
【青江部会長】 飛行機やヘリコプターでは絶対できないところ

があるのではないか。 
【堀川理事】 おっしゃるように、より頻度の高い観測システム

を用いることによって、発災直後のデータをすみやかに提

供できるようなシステムとして衛星が必要であるという

ことを申し上げているわけである。 
【茂原特別委員】 こういった総合的なシステムとして考える仕

組みがなかったということが最大の欠点であり、何らかの

形でこの機会にそういう仕組みを作っていただきたい。そ

れは各組織の問題ではなくて、もう一段上の総合・横断的

視点から見ないとなかなか全体としてのシステム評価が

できない。この議論が始まったのを機会に是非そういった

総合的なシステムとして議論する仕組みを作っていただ

きたい。 
【米倉特別委員】 9分野があって、そのうちの 3分野に日本が絞

り込むという選択と集中の話は理解したが、この災害監視

について、JAXAを含めた日本の宇宙開発費用の中の資金
配分はどのように考えているのか。例えば光学衛星 2 機、
レーダ衛星 2 機体制にはどのぐらいの予算措置が必要で、
それは全体の予算の中でこの3分野に集中するときどのよ
うになるのか、その辺が示されると非常にわかりやすい議



論ができるのではないかと思う。 
【立川理事長】 日本の宇宙開発を総合的に進めていくために、

そういう配分を考えながら進めている。今回の議題の関係

では、大雑把にみると全部で 3割ぐらいかと思うが、宇宙
科学や、その他のロケットの開発もあるから、そういう意

味で 3割くらいである。それは単年度の組み合わせ、積み
上げでもってやっていくため、例えば今日提示した計画は

約10年間かけてということであるが、地球観測も10年間、
災害関係も 10年間、4機体制でやったらどうかという提案
をしたわけである。これにかかる費用は、計算はできてい

る。それは当然、現実的な範囲内で想定したので、もっと

欲張ればもっとたくさんできるし、予算がなければできな

くなるということになるが、これは要求ベースであるから、

少しは高めとは思っていただきたい。ただし、実現不可能

ではないということである。 
【青江部会長】 災害監視と地球環境観測に関して事務局から提

示があったことは、今後、計画の中で重要なものというの

を抽出し、それについて今後どうしていくのかということ

である。したがって、重要なもと、重要でないものとの差

が出てくる。この地球環境観測と災害監視の分野は重要と

いうことになるのではないか、という提案である。 
【米倉特別委員】 大体どのくらいの予算が必要になるのか。 
【堀川理事】 衛星システムとロケットの打上げ、或いは地上の

運用のシステムで考えても、700億ぐらいの金額だと思う。 
【米倉特別委員】 具体的数字が出るとイメージしやすい。 
【河野特別委員】 こういった大規模な国費を投ずるような計画

について議論をするために、質問をしたい。例えば、飛行

機等で観測をするのはおよそ自分の国内のみであって、遠

くには普通は行かない。ところが、衛星というのは非常に

特殊で、特に周回衛星の場合世界中をカバーしてしまう。

科学衛星の場合だと、データは世界中のコミュニティと共

有することになり、例えば最初の１年間といったように期

限を定めて、その間は衛星を実際に打ち上げたグループに

優先権があり、他の人たちは使えないが、一定期間経過後

はすべてのデータが公開されてしまって、実際に打ち上げ

たグループが見落としたことでもって大発見が他の誰か

によってなされてしまうかもしれない。それでも、科学全

体としては進歩するし、世界全体として知識のベースが増

えるわけで、誰もそれに文句を言うことはない。 
 ところが、地球環境観測の衛星や災害監視の場合、日本

が打ち上げる衛星は日本の災害に非常に着目するため、例

えば地震や風水害が起こると、それを非常に高感度で早く

観測したい、或いは何度も繰り返し見たい、といったニー

ズがあるのは非常によくわかる。そういうものについては、

場合によっては地球を周回しながら、日本の上を飛ぶとき

だけ役に立って、それ以外のときは何もしていないのかも

しれない。非常に短期間に軌道を変えたり、経度を変える

こともあるかもしれないし、高さを変えたりなどというこ

とを考えると、ある種、国益にも沿うような運用をするの

かもしれない。 
 しかしながら、地球観測衛星は、非常にグローバルであ

る。観測する対象もグローバルであるし、そのデータは、

日本に役に立つだけでなくて、世界にとって役立つべきも

のである。なぜこういう質問をするかというと、例えば



GPSは、世界中でものすごく役に立っている。しかし、こ
れは明らかにアメリカの国防総省が最初に仕掛けて作っ

たシステムであり、非常に役に立っているが、例えばイラ

クで戦争が起こったりすると暗号がかかって航空機等が

非常に危険な状態に陥るようなことすら起こり得る。ヨー

ロッパも、これでは困るということで、自前のシステムを

作ろうとしている。そういった、ある種、国益のためにデ

ータの公開が制限されるということがある。そこがまず一

つ知りたいことである。こういった災害監視の衛星、或い

は地球環境観測の衛星のデータというのは完全に公開に

されてしまうものなのか。もしそうだとすれば、日本だけ

で一生懸命やろうというのは、ある程度の選択と集中をし

たところでやはりもったいないように思う。世界の中では、

日本は米国航空宇宙局（NASA）や欧州宇宙機関（ESA）
などに比べれば、宇宙開発に使われる予算の額は限られて

おり、また、中国やインドなどの国も参入してきている状

況にある。その中で日本は何をやるかということを考える

場合には、世界全体でどれぐらい宇宙開発に予算が使われ

ているのか、その中で日本はどれだけ使っていて、それで

日本の持っている技術レベルとか学問のレベルからいっ

て、どういうところが一番寄与できるか、ということが重

要である。 
 しかし、今までの議論を聞いていると、議論がほとんど

日本の中に閉じていて、そういった配慮があまりないよう

な印象を受ける。もちろん、GEOSS など国際的な組織が
あって、そこではもちろん国際的な議論がされているのは

わかるけれども、それは我々の考えているような国際的な

協調とは全然レベルが違う話であって、国同士がただ単に、

お互いの宇宙開発を持ち寄っていて、それが調整される程

度の印象しか受けない。そうなると、それは予算の有効な

利用にならない可能性があるのではないか。衛星で観測し

たデータというのは本当に全部公開されるのか。もし全部

公開されるのであれば、日本国内に閉じたような議論はや

めて、もっと国際的な視野で何がベストであるかというの

を考えないと、予算を有効に使えないのではないか。 
【千原宇宙利用推進室長】地球観測衛星のデータが本当に全部公

開かという観点については、事務局としては原則公開だと

思っている。ただし、データを公開することで、何か安全

保障上問題があるといったようなことがあるとすれば、そ

れは場合によっては制限をかけないといけないのかもし

れないと思っており、そこは今検討している。一方で、適

切な資源配分という観点で国際的にどうするかという観

点について、JAXAから提案のあったことは、日本の税金
を使ってやることであるから、日本において、災害発生時

などに、観測できるという観点が第一だと思うが、同じく、

一方で周回衛星であるので国際貢献にもなる。そういう観

点ではGEOSSとか、そういった場面で 3分野についてし
っかりやるということを言って、国際の場でも調整をされ

ていると思っている。 
【青江部会長】 GEOSSにおいて相当調整されたものだというこ

とか。 
【小池特別委員】 GEOSSの前にあったのが地球観測衛星委員会

（CEOS）という枠組みであり、そこから発展して統合地
球観測戦略（IGOSS）という枠組みが作られた。その発展



形としてGEOSSがあるが、IGOSSやCEOSとの大きな
違いは、現在、64ヵ国であるが、これは閣僚レベル会合で、
それまでの地球観測に関する国際的な協力の枠組みより

も、一段高いレベルでの協力関係というふうになっている。

もちろん法的強制力はないので、ボランティアという意味

では変わらないけれども、その枠組みのレベルは一段高く

なっているということがあると思う。 
 それから、ALOSの例があげられていたが、これはやは
り科学的には世界中でCバンド、あるいはXバンドという
合成開ロレーダが開発された中で、我が国はLバンドをや
ったわけである。これは 1992 年に向けてやったわけであ
るが、これは非常に大きな先見の明があった。だからこそ、

こういう災害監視分野で日本の合成開ロレーダが国際的

に非常によく使われている。そういう意味では、科学的優

位性、技術的優位性というものを日本は確立して、それに

依拠して進められていると私は理解している。 
【米倉特別委員】 この種のデータを、例えばグーグルアースを

見ても、なるべく公開にして自由に使わせて、そこで得ら

れた知見もまた自由に公開するというような形を、日本み

たいな国が、例えばセンチネル・アジア（アジアの監視員）

プロジェクトみたいなときでもリーダーシップが大事だ

が、情報を公開していくというリーダーシップもこれから

かなり大事だと思うので、何かその種の考え方をたくさん

取り入れていただけたらと思う。 
【小池特別委員】 米倉委員からお話があったように、ウェブを

通して非常に手軽に情報が共有できる枠組みについては、

もともとデジタルアースという形でオープン・ジオグラフ

ィカル･コンソーシアム（OGC）という枠組みで始まった
がなかなか普及しなかった。また、デジタル・アジアとい

うものもあって、これも頑張ってやったのだがなかなかう

まく普及しなかった。今度、センチネル・アジアというこ

とで、災害対応というターゲットを明確にして、そこにあ

る意味では情報を災害の情報に限って渡し始めた。そうい

う枠組みを作ったら参加する国が非常に多く増えた。これ

は慶意義塾大学の福井先生がずっとかかわってこられた

が、ウェブベースで情報を、感覚的にはグーグルアースの

ような感覚で情報を流すような枠組みが提案されて、非常

にうまくいき始めているのではないかと思う。こういうも

のは是非活用できるようにして、この宇宙開発の中でも一

つ大きな役目であると思うので、我が国が尊敬される国に

なるという意味で非常に重要な役割を担っていると思う。 
【青江部会長】 そろそろ時間になるので、本日の部会を終了さ

せていただきたい。事務局の方から次回等に向けての御連

絡をいただくことはあるか。 
【萩原補佐】 次回は、8月 25日（金）の 10:00から通信・放送・

測位の分野について御議論いただきたいと考えている。場

所については現在調整中であるので、追って連絡をさせて

いただきたい。 
 また、前回の議事録と前回の議論のまとめを配付させて

いただいている。議論のまとめは御覧いただいた上で何か

あれば事務局までお知らせいただきたい。議事録について

も必要な修正等あれば事務局までお知らせいただきたい。 
【青江部会長】 それでは、本日の議事を終了する。 

―― 了 ―― 


